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マイクロシミュレーション型都市モデルは，人口減少下における都市の計画課題に対する有用性が高い

と考えられるが，既開発の手法においては，住宅ストックの老朽化や更新といった遷移の表現や，立地需

要に対する住宅ストックの更新等，住宅ストックの供給面での表現に限界があった．そこで本研究では，

住宅ストックの遷移機能を付加した都市マイクロシミュレーションモデルについて，富山市を対象として

2 時点の住宅ポイントデータより住宅ストックの遷移実態に関するデータベースを構築し，これらの遷移

と土地条件，交通条件，居住世帯数の変化による立地需要の変化等との関連性を分析し，モデルパラメー

タ推定のための基礎的な知見を得る． 
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1．はじめに 

 

今後急速に進展する人口減少と少子高齢化を背景とし

て，既成市街地における空家の増加，非効率な都市構造

の下での都市の活力の低下，公共交通サービスの行き届

かない郊外住宅地における自動車の運転できない高齢者

などの交通弱者の増加や運転せざるを得ない高齢者によ

る交通事故の増加などが課題となっている．これらの都

市課題への対応の緊急性から，国土交通省は「コンパク

トシティ・プラス・ネットワーク」の考えに基づいた立

地適正化計画制度を創設し H29年 12月末時点で 384市

町が取り組み，116 市が公表を行っている 1)．立地適正

化計画においては，①一定エリアにおいて人口密度を維

持する居住誘導区域を設定し，生活サービスやコミュニ

ティを持続的に確保すること，②都市機能誘導区域の設

定：居住誘導区域内の中心拠点や生活拠点に医療・福

祉・商業などの都市機能を誘導し，都市サービスを効率

的に供給すること，③拠点間を結ぶ公共交通サービスを

充実し，公共交通沿線へ立地を誘導すること，④達成状

況を評価し，状況に合わせて開発されてきた都市計画や

居住誘導区域を見直すなど，時間軸を持ったアクション

プランとして運用することなどが重要な視点となる．し

かし，現在公表されている立地適正化計画では，既往の

外生的な人口配置ビジョンに基づいて将来地区別人口を

設定，または外生的な目標値を定めて進捗管理を行うな

ど，将来人口分布は外生的に設定されている．また基本

的な施策は公共用地の利活用（公共施設配置，公的住宅

整備），区域外への立地規制，公共交通サービスの充実

などであり，誘導区域への移転補助，定住補助，建替補

助等の施策は必要に応じて今後検討と記載されているケ

ースが多く，居住に関する立地誘導に関する具体的な施

策やその効果の定量的な検討には至っていない．さらに，

都市機能誘導区域のみを定め，居住誘導区域の設定は今

後検討するとしている自治体が多く存在し，この要因と

しては，定量的な将来予測手法に基づいた居住誘導区域

の設定や，その検証が困難であることが挙げられる． 

また，技術的背景として，土地利用と交通の相互作用

を考慮した計画策定支援ツールとして，さまざまな都市
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モデル（土地利用－交通モデル）が開発されてきた．中

でも，都市マイクロシミュレーションモデルは，近年，

積極的なモデル開発，適用に関する研究が進められてい

る 2) 3)．都市マイクロシミュレーションモデルは，世帯

の多様な属性によって異なる都市サービスの需要予測，

ライフステージ進行に伴う居住世帯の属性の変化の表現

などの性能において，立地適正化計画が対象とする我が

国の都市の計画課題に対する有用性が高いと考えられる． 

このような背景を踏まえ，縮退状況における都市マネ

ジメントのための世帯マイクロシミュレーションシステ

ム構築について，シミュレーション初期時点のマイクロ

世帯データ作成や，居住立地マイクロシミュレーション

による将来予測と都市サービス需要予測に関する研究が

行われてきた 4) 5) 6) 7) 8)． 

しかし，既開発の手法では，都市の縮退下で起こる空

家や空地の発生などの表現において限界があった．空家

や空地に対する立地誘導施策の検討を行う際には，図-1

に示すように，住宅ストックの老朽化や更新といった遷

移を表現し，世帯のライフステージと住宅ストックの遷

移がどのように関係しているのかを明らかにする必要が

ある．しかし，立地需要に対する住宅ストックの更新や，

移転補助・建替補助等の施策の効果を計測可能な住宅ス

トックの供給主体を対象としたモデル化に関するに研究

蓄積は十分になされていない． 

 そこで本研究では，既存のモデルをベースとして住宅

ストックの遷移機能を付加することにより，立地適正化

計画における立地誘導施策の定量的な評価が可能な都市

マイクロシミュレーションモデルについて，モデル構築

のための基本データとして，除却，新規建設，建替え，

留保などといった建物遷移に関する情報を有する住宅ス

トックマイクロデータを整備し，住宅ストックの遷移に

関する実態分析を行うことを目的とする． 

 

 

 

世帯のライフステージ

住宅ストックの遷移

？
住宅の選好

老朽化

空家 空地

除却 新規
建設

 

図-1 世帯ライフステージと住宅ストックの遷移 

2．住宅ストック遷移を内生化した都市マイクロシ

ミュレーション 

 

図-2 に杉木ら 9)によって構築された都市マイクロシミ

ュレーションモデルを示す．モデルは，世帯の変化を予

測する「ライフイベント発生モデル」，「立地選択モデ

ル」，住宅ストックの変化を予測する「住宅ストック遷

移モデル」，世帯の住宅ストックへの割り当てを表現す

る「世帯-住宅マッチングモデル」，住宅地代の更新を

行う「住宅地代モデル」によって構成される．これらの

うち，「ライフイベント発生モデル」，「立地選択モデ

ル」については鈴木ら 7)による既開発の世帯マイクロシ

ミュレーションモデルを用いるため，「住宅ストック遷

移モデル」，「世帯-住宅マッチングモデル」を対象と

した開発を行っている．「ライフイベント発生モデル」

では，加齢，死亡，進学・就職，結婚，出生の各ライフ

イベントをシミュレートし，世帯の遷移が表現されると

ともに，世帯の独立による新規発生世帯が生成される．

続いて，各世帯に対する転居の発生を予測し，転居世帯

と新規発生世帯に対し，「立地選択モデル」で住宅タイ

プの選択および立地ゾーンの選択を予測する．「住宅ス

トック遷移モデル」ではゾーン内の住宅に対し，加齢

（築年数の更新）を行った後，除却，新規建設を順に予

測する．転居の発生予測段階で，転居が発生した世帯の

現住居は，空家に更新される．除却は空家に対し行われ，

除却された住宅は空地となる．また，新規建設は空地に

対して行われる．ここで，除却および建設は，T 期から

T+1 期の間のタイプ別世帯数の変化量に影響を受けるも

のとし，住宅タイプごとの立地需要に対応した建物供給

をモデル化する．続いて，「世帯－住宅マッチングモデ

ル」において，今期に立地選択を行った世帯と，新規建

設住宅を含む空家とのマッチングを行い，T+1 期のマイ

クロ世帯の居住分布，空地・空家を含む住宅ストックマ

イクロデータが出力される．最後に，「住宅地代モデ 

ライフイベント発生モデル

加齢 死亡 進学・就職

転居

結婚 出生

立地選択モデル

ゾーン選択
モデル

住宅タイプ
選択モデル

住宅ストック遷移モデル

加齢

新規建設

除却

マイクロ世帯の
住宅ストックへの割り当て

世帯-住宅マッチングモデル

住宅地代の更新

住宅地代モデル

T期マイクロ世帯データ
：世帯居住分布

T期
住宅地代

T期住宅ストックマイクロデータ
：空地・空室分布

T+1期マイクロ世帯データ
：世帯居住分布

T+1期
住宅地代

T期住宅ストックマイクロデータ
：空地・空室分布

開発対象

 

図-2 モデル構造 
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ル」において，世帯の立地需要と建物による供給バラン

スを考慮した T+1 期の住宅地代が算出される．住宅地

代は，「立地選択モデル」における住宅タイプと立地ゾ

ーンの選択において主要な説明変数となるとともに，

「住宅ストック遷移モデル」における除却と建設におい

て，建物からの収益を規定する． 

 

3．住宅ストック遷移の実態分析 

 

(1) 対象地域の概要 

 本研究の対象地域は富山市とする．分析ゾーンは，国

勢調査中ゾーンをベースとした 82ゾーンを設定する． 

 

(2) 住宅ストックマイクロデータベースの構築 

 住宅ストックマイクロデータは，2012 年および 2017

年の株式会社ゼンリンの住宅ポイントデータを利用する．

ゼンリンの住宅ポイントデータは，個々の住宅について，

緯度・経度，建物階数，敷地面積，床面積，集合住宅の

戸数，空室状況などを含んでおり 2時点のデータの比較

により，除却，新規建設，建替え，留保などの判定が可

能である．図-2に判定フローを示す．判定手順は以下の

とおりである． 

① 2017年と 2012年の 2時点の住宅ポイントデータを

GIS 上に表示し，空間的距離判定で結合し，2 時点

間の対応するポイント間距離を抽出する． 

② 対応する 2時点のポイント間の距離が 0，すなわち

座標が一致したものは，2 時点の面積を比べ，しき

い値が-50 ㎡～50 ㎡のものは留保と判定する．また，

しきい値がこの範囲外であったものは，2 時点の建

物分類を比べ，一致する場合は留保，不一致の場合

は建替えと判定する． 

③ ①，②で留保・建替えと判定されたデータを，元の

2時点の住宅ポイントデータから除き，再び GIS上

で結合を行う．これにより，すでに判定されたデー

タとの重複を防ぐ． 

④ ゼンリン住宅ポイントデータにおいては，住所が不

明なポイントの住所はデータが空白である．座標が

一致せず，2時点の住所が空白の場合は 2点間距離

で判定を行う．2点間の距離が 20ｍ以上の場合は，

新規建設と判定する．この時，対応する 2012 の住

宅ポイントデータには除却の判定を行う．距離が

20ｍ以下のものについては再び②を行う． 

⑤ 住所が 2012 年，2017 年の両方が空白ではなく，片

方が空白である場合は，再び④の距離判定を行う． 

⑥ 住所が 2012 年，2017 年のどちらかが空白でなく，

住所が一致した場合は，④の距離判定を行う．住所

が不一致の場合は新規建設と判定し，④と同様に対

応する 2012年の住宅ポイントデータを除却と判定 

座標が一致

住所が
両方空白

住所が
片方空白

距離判定
しきい値20ｍ

住所が一致
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面積判定
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留保

建物分類判定

建替え
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noyes

no

yes

yes
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図-2 住宅ストック遷移判定フロー 

留保
117,277件
（88.5%）

除却
6,760（5.1％）

新規建設
7,962件（6.0％）

建替え
467件（0.4％）

 

図-3 住宅ストックの遷移 

 

する． 

以上の作業を行った後，各住宅ポイントの判定を 82

ゾーンごとに集計し，各ゾーンの除却率・新規建設率・

建物需要と都市中心からの距離，人口増減，世帯増減，

地価変動との関係を分析する． 

 

(3) 住宅ストックの遷移 

2 時点の住宅ポイントデータの比較により，5 年間の

住宅ストックの遷移を判定する．2 時点の住宅ポイント

データの比較により得られた判定結果を図-3に示す．こ

こで，建替えは，除却と新規建設が共に行われたもので

ある．留保と判定されたポイントが 117,277 件，建替え

が 467件，除却が 6,760件，新規建設が 7,962件という結

果であった．留保が全体の約 90％を占め，除却または

新規建設が行われた住宅ポイントはそれぞれ全体の約

5％程度であった．また，新規建設の住宅ポイント数は

除却に比べやや多い結果となった． 

 

 (4) 都市中心からの距離による分析 

 都市の中心（富山駅）からの距離とゾーンごとの除却

率，新規建設率，新規建設建物タイプとの関係を図-4，

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 4 

図-5，図-6 に示す．新規建設率については，都市の中心

に近づくほどに高い傾向となっているが，除却率につい

ては都市の中心からの距離との相関が低い．除却につい

ては，建物の老朽化によるものが多いためであると想定

され，住宅の築年数を考慮した分析が必要であると考え

られる．新規建設建物タイプによる分析は 2012 年から

2017 年にかけて建替え，新規建設が行われた件数の平

均とゾーンごとの都市中心からの距離との関係を分析す

るものである．図-7から都市の中心から 10kmの範囲で

個人の住宅の需要が高く，都市の中心から離れるにつれ

需要が低くなる．これは，都市の中心およびその周辺に 
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図-4 都市中心までの距離と除却率 
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図-5 都市中心までの距離と新規建設率 
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図-6 新規建設建物タイプと都市中心までの距離 

人口が集中しているからであると想定される．また，マ

ンション，アパート，事務所件住宅などは都市の中心に

近づくほどに需要が高くなる． 

 

(5) 人口増減による分析 

 平成 22年と平成 27年の国勢調査から得られる人口増

減率とゾーンごとの除却率，新規建設率，新規建設建物

タイプとの関係を図-7，図-8，図-9 にそれぞれ示す．除

却率については，人口が減少しているゾーンほど除却率

が高い傾向がみられ，住宅の需要が減少したゾーンでは

不要となった空き家の除却がなされているものと推測さ 
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図-7 人口増減率と除却率 
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図-8 人口増減率と新規建設率 
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図-9 新規建設建物タイプと人口増減率 
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れる．また，新規建設率は人口増減率との相関が高く，

人口の増加とともに住宅の需要に応じた新規建設がなさ

れていると考えられる．新規建設建物タイプについては，

人口増加率の増大に応じて，いずれの住宅タイプの需要

も高くなる傾向がみられる．しかしながら，人口増減率

の高いゾーン（10％～15％）では，新規建物の需要は低

くなることがわかる．これは，人口の増加・集中による

住宅ストックの不足が原因であると推測される． 

 

(6) 世帯増減による分析 

 平成 22年と平成 27年の国勢調査から得られる世帯増

減率とゾーンごとの除却率，新規建設率，新規建設建物 
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図-10 世帯増減率と除却率 
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図-11 世帯増減率と新規建設率 

0 50 100 150 200 250 300

~-35

~-30

~-25

~-20

~-15

~-10

~-5

~0

~5

~10

~15

~20

平均新規建物数

世
帯
増
加
率
（
％
）

個人の住宅 マンション アパート

団地 寮・社宅 住宅系建物

事業所兼住宅 商業複合系建物 オフィス複合系建物  

図-12 新規建設建物タイプと世帯増減率 

タイプとの関係を図-10，図-11，図-12 にそれぞれ示す．

除却率については，世帯が減少しているゾーンほど除却

率が高い傾向がみられ，住宅の需要が減少したゾーンで

は不要となった空き家の除却がなされているものと推測

される．また，新規建設率は世帯増減率との相関が高く，

世帯の増加とともに住宅の需要に応じた新規建設がなさ

れていると考えられる．新規建設建物タイプについては，

人口増減による分析と同様に，世帯増減率の増大に応じ

て，いずれの住宅タイプの需要も高くなるが，世態増減

率の高いゾーンでは，新規建物の需要は低くなる傾向が

みられる．これも人口増減と同様に，世帯の増加・集中

による住宅ストックの不足が原因であると推測される． 
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図-13 地価変動率と除却率 
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図-14 地価変動率と新規建設率 
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図-15 新規建設建物タイプと地価増減率 
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(7) 地価変動による分析 

2012 年および 2017 年の国土交通省地価公示・都道府

県地価調査から得られた 52 ゾーンの標準地，基準値の

平均地価と除却率，新規建設率，新規建設建物タイプと

の関係を図-13，図-14，図-15 にそれぞれ示す．新規建設

率は地価変動率と相関が見られる．宅地の開発などに応

じた地価上昇が起きていると考えられる．除却率につい

ては，地価変動率との相関は低い．除却については，建

物の老朽化により除却がなされていると推測され，住宅

の築年数を考慮した分析が必要である．新規建設建物タ

イプについては地価変動率との相関は低い． 

 

7． おわりに 

 

 本研究では，住宅ポイントデータを用いて富山市の建

物の除却，新規建設，建替え，留保を判定して住宅スト

ックマイクロデータを整備し，ゾーンごとの新規建設

立・除却率・新規建設建物タイプと都市中心からの距離，

人口増減率，世帯増減率，地価変動率との関係を分析し

た．今後は，住宅ストック遷移に関してさらなる分析を

行うとともに，これらの結果を踏まえた住宅ストック遷

移モデルのパラメータ推定等を行う予定である． 
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